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地盤材料の変形は局所化を伴う場合がある。地盤工学の分野では、この変形の局所化を如何に数値解析的にモデル化

するか多くの研究がなされてきた。数学モデルとしては、要素挙動を対象とする構成式、地盤および建屋構造物を含む

全体系を対象とする数値計算法がある。著者らが取組む、全体系を対象とする粒子法は、連続体に基づく計算手法であ

りながら、空間の離散化と計算空間を切り離すことで大変形問題まで適用可能な数値計算法である。著者らはこれまで、

地盤材料の大変形問題に着目し、様々な数値解析を実施してきた。本稿では、著者らの既報を基に、近年の地盤基礎分

野における大変形問題への数値解析的取り組みを包括的に記載する。

Deformation of geomaterial involves strain localization. Intensive investigations have been focused on how the 
strain localization is modeled by numerically in geotechnical engineering. There are two types of modeling in the 
numerical analysis: one is the constitutive modeling which simulates a geomaterial element behavior; the other is 
the numerical modeling which simulates the whole structure of buildings and ground considering their interactions. 
The particle-based method, which the authors have been developing to simulate the whole structure, is based on the 
continua theory and is able to simulate the intensive large deformation by separating the spatial discretization and 
the calculation of discretized equations. The authors have applied the method to the deformation problems of 
geomaterial focusing on the large deformation behavior. In this report, based on the previous reports of the authors, 
numerical approaches for geotechnical large deformation problems in recent years are reviewed. 

1.はじめに

地盤材料の変形は局所化を伴う場合がある。地

盤構造物をマクロな視点で見ると対象物全体が変

形しているように見えるが、ミクロな視点で見る

と、微細なせん断帯が複数形成され、それら微細

な変形の重ね合わせとして全体変形が構成されて

いることが分かる。この事は地盤材料を対象とし

た室内力学試験結果からも明らかである。写真－1

は三軸圧縮試験終了時の供試体の変形状況である。

三軸供試体は圧縮力により変形が局所化し、明瞭

なせん断帯を示している。地盤材料の変形の局所

化は、全体系を対象とした模型実験でも観察でき

る。写真－2 は盛土斜面を対象とした振動実験後の

盛土変形状況である 1)。斜面内部の着色した地盤

を観察する不連続面が確認でき、明瞭なせん断帯

を形成していることが確認できる。

地盤材料を対象とする数値解析において、この

変形の局所化を如何に数値解析的にモデル化する

か多くの研究がなされてきた 2)。数学モデルとし

ては、ミクロな材料挙動を構成式として表す要素

モデルと、地盤・構造物系全体を対象とする全体

系モデルがある。前者は材料挙動としての応力―

ひずみ関係をモデル化の対象としており、後者は

対象物系の空間離散化がモデル化の対象となる。

大変形問題に着目すれば、特に空間離散化のモデ

ル化が解決するべき課題であり、その課題を解決

するために、著者らは粒子法の大変形問題への適

用性について研究してきた。著者らが取組む粒子

法は連続体に基づく数値計算法でありながら、空

間の離散化と計算空間を切り分けることで、要素

を用いた連続体解析法では不可能であった微小変

形から大変形問題まで計算可能とした手法である。

著者らはこれまで、地盤材料の大変形問題に着目
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し、様々な数値解析を実施しており、本稿では、

著者らの既報を振り返り、地盤基礎分野における

大変形問題への数値解析的な近年の取り組みにつ

いて報告する。 

2.数値計算法としての粒子法

粒子法(Particle-based method)は、大別すると連

続体力学に基づく数値計算法と離散体力学に基づく

数値計算法に分類される。前者の代表例として

Smooth Particle Hydrodynamics(SPH) 法 3) 、

Material Point Method(MPM)4)、Moving Particle 
Semi-Implicit(MPS)法 5)があり、後者の代表例は

Discrete Element Method(DEM)6)がある。定式化の

詳細は原著に譲るが、数値計算法の活用に際しては、

観測者が連続体と見なせる(見なす)材料挙動であれ

ば連続体に基づく粒子法を、観測者が離散体と見な

せる(見なす)対象であれば離散体力学に基づく粒子

法を用いることが基本となる。地盤材料は厳密には

土粒子が集合した離散体であるが、軽微な変形挙動

は連続体と見なせるため連続体として取り扱う場合

が多い。一方、石垣などその変形が主に個体間の境

界で生じる場合は離散体として取り扱っている。

いずれの粒子法においても粒子は、物理量を保有

し、近隣粒子あるいは近隣格子点から補間関数を用

いて物理量の内挿・外挿を繰り返す点は共通してい

る。補間関数は、有限要素法(Finite Element Method、
以下 FEM)の形状関数と類似の役割を提供する。粒

子法はこの補間関数を用いることで、要素と言う形

状による制約から解放され、変形の局所化を伴う大

変形問題の計算を可能としている。

粒子法における代表的な数値計算法の計算サイク

ルを図－1 に示す。前述の連続体力学に基づく粒子

法の内、著者らが取組んできた手法は MPM の派生

図－1 数値計算法の計算サイクルと補間関数 7)

写真－1 三軸圧縮試験後の供試体状況 写真－2 振動実験後の盛土変形状況 1)

(a) X 型 (b) たすき型
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手法であり近隣格子点の物理量を参照するタイプの

補間関数(nearest grid point interpolation)を用いる。

この時、格子点を参照する補間関数は FEM の形状

関数と類似のもので確定論(あるいは決定論)的手法

と言われる。一方、SPH 法、MPS 法は近隣粒子の

物理量を参照するタイプの補間関数 (nearest 
particle interpolation)を用いる。両者は近隣粒子の

物理量から統計的に自身の物理量を補間するため確

率論的手法と言われる。 

 

3.計算格子を用いた連続体に基づく粒子法 

 

3.1 地盤材料の変形問題への適用 

計算格子を用いた粒子法(個体力学では MPM)に
ついては近年世界的に活発な研究が行われている。

日本国内においては、先駆的な取り組みは Konagai 
and Johansson8)が三軸試験、断層進展に着目した変

形解析を報告している。その後、阿部ら 9)が流動土

砂に関する実現象の再現解析を、Higo et al.10)が多

相系地盤へ拡張し、手法の地盤材料への適用性の高

さが示されてきた。著者らも MPM の適用性を確認

するために、基礎的な三軸圧縮試験の再現解析 11)か

ら、大変形下で変形の局所化を伴うより実用的な問

題である基礎の貫入解析 12)、ニューマチックケーソ

ン沈設解析 13)などを対象に粒子法による数値解析を

実施してきた。海外に目を向けると、欧米大学を中

心にコンソーシアム 14)が組まれソフトウェアを開

発・技術展開している。多相系を考慮した斜面崩壊

15)、コーン貫入試験 16)など実問題への適用例が報告

されている。解析コードに関しては、カリフォルニ

ア大学バークレイ校がアカデミックコードを大学

ホームページ 17)で公開するなど、新たに解析技術を

工学利用する者に対しても当該手法を使用しやすい

環境が整いつつある。 
 

3.2 計算アルゴリズム 

簡略的であるが計算格子を用いる粒子法 4)につい

てその計算アルゴリズムを以下に示す。支配方程式

は固体の連続体力学に基づいており、弱形式で離散

化された支配方程式は次式で表される。 
 

�𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝒂𝒂𝑗𝑗
𝑗𝑗

= −�𝑀𝑀𝑝𝑝𝝈𝝈𝑠𝑠∇𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝

+ �𝜏𝜏𝑝𝑝
𝑖𝑖

+ �𝒃𝒃𝑖𝑖
𝑖𝑖

 (1) 
 

ここに、𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖、𝒂𝒂𝑗𝑗、𝑀𝑀𝑝𝑝、𝝈𝝈𝑠𝑠、𝜏𝜏𝑝𝑝、𝒃𝒃𝑖𝑖、はそれぞれ、格

子点質量、格子点加速度、粒子質量、粒子比応力、

粒子表面応力、粒子に作用する体積力係数である。

また𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖は粒子・格子点で物理量を伝達する補間関数

である。式(1)の右辺は外力(𝑓𝑓𝑖𝑖
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)と内力(𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖)の和

として次式で求まる。 
 

𝑓𝑓𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 (2) 

𝑓𝑓𝑖𝑖
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = � 𝑆𝑆𝑖𝑖𝒃𝒃𝑝𝑝𝜌𝜌𝜌𝜌Ω

Ω
+ � 𝑆𝑆𝑖𝑖𝒏𝒏 ∙ 𝝈𝝈𝑑𝑑Γ

Γ𝑡𝑡
 (3) 

𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = −� ∇𝑆𝑆𝑖𝑖 ∙ 𝝈𝝈𝑑𝑑Ω
Ω

 (4) 
 

式(1)～(4)より各格子点における運動方程式が次式

で求まる。この際、導出過程で分布質量を集中質量

へ置き換えている。 
 

𝑚𝑚𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 + 𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 (5) 

 

格子点加速度より粒子加速度(𝑎𝑎𝑝𝑝)、速度(𝑣𝑣𝑝𝑝)、座標

(𝑥𝑥𝑝𝑝)が次式より求まる。 
 

𝑎𝑎𝑝𝑝 = �𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖
𝑖𝑖

 (6) 

𝑣𝑣𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = 𝑣𝑣𝑝𝑝𝑛𝑛 + �𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖∆𝑡𝑡
𝑖𝑖

 (7) 

𝑥𝑥𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = 𝑥𝑥𝑝𝑝𝑛𝑛 + �𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑣𝑣𝑖𝑖𝑛𝑛∆𝑡𝑡
𝑖𝑖

 (8) 
 

ここに∆𝑡𝑡は積分時間間隔である。格子点速度は格子

点加速度から求めるのではなく、運動量保存を仮定

し、粒子速度から次式で求める。 
 

𝑣𝑣𝑖𝑖𝑛𝑛+1 = �𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑣𝑣𝑝𝑝𝑛𝑛+1𝑚𝑚𝑝𝑝 𝑚𝑚𝑖𝑖⁄
𝑝𝑝

 (9) 
 

ひずみ増分、応力増分は次式より求める。 
 

∆𝜀𝜀𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = ���∇𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑣𝑣𝑝𝑝𝑛𝑛+1� + �∇𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑣𝑣𝑝𝑝𝑛𝑛+1�
𝑇𝑇� ∆𝑡𝑡 2⁄

𝑝𝑝

 (10) 

𝜀𝜀𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = 𝜀𝜀𝑝𝑝𝑛𝑛 + ∆𝜀𝜀𝑝𝑝𝑛𝑛+1 (11) 
 

∆𝜎𝜎𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = 𝐾𝐾 ∙ 𝜀𝜀𝑝𝑝𝑛𝑛+1 (12) 
𝜎𝜎𝑝𝑝𝑛𝑛+1 = 𝜎𝜎𝑝𝑝𝑛𝑛 + ∆𝜎𝜎𝑝𝑝𝑛𝑛+1 (13) 
 

以上の計算過程を陽的に繰返し数値解析を進める。

上記計算過程を見てわかる通り、物理量の外挿、内

挿に補間関数を用いることから、補間関数が数値計

算法の要点であることが理解できる。 

上記アルゴリズムは、物性値としての体積は有し

ているが幾何形状は有していなかった。そのため、

計算過程において粒子が計算格子をまたぐ際、数値

振動が生じるなど問題が生じていた。Bardenhagen 
and Kober は粒子の影響範囲を考慮することでこの

問題を解決 (Generalized Interpolation Material 
Point Method、以下 GIMP 法 18))した。後述する著

者らが取組む数値計算法も GIMP 法を発展させた定

式化である。 
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3.3 粒子法による地盤変形解析 

ここでは対象の離散化に粒子のみを用いた解析例

を紹介する。 

図－2、図－3 は地盤材料として不飽和 DL クレイ

(含水比 16.6%)を用いた三軸圧縮試験の再現解析結

果である 19)。三軸圧縮試験では、異なる拘束圧(10、
50、100kPa)による等方圧密後、変位制御(軸ひずみ

1%/min)により圧縮載荷している。解析的には等方

圧密後、キャップの側方拘束条件を固定・自由の 2
ケース変更し、ダミー粒子を用いたキャップを介し

て解析モデルを圧縮載荷した。地盤構成則は降伏条

件・ポテンシャル関数共に Mohr-Coulomb の破壊基

準を用いている。供試体に生じる最大せん断ひずみ

を図－2 に示している。図－3 はマクロでみた供試体

の応力―ひずみ関係である。応力―ひずみ関係算出

のための軸応力はモデル底面粒子の鉛直応力を平均

することで算出している。解析結果によれば、供試

体内に生じる変形の局所化は、キャップ水平固定条

件で X 型、キャップ水平自由条件でたすき型を示し

ており、写真－1 と整合している。またマクロでみ

(a) 崩壊直後                (b) 崩壊5秒後               (c) 崩壊13秒後 

(d) 崩壊23秒後                (e) 崩壊38秒後               (f) 崩壊75秒後 

図－4 粒子法を用いた斜面崩壊解析
20) 
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図－2 三軸圧縮試験におけるせん断帯の形成(変形および 

最大せん断ひずみコンター)、σm0=10(kPa)19) 

    
 

εa=1% 

図－3 マクロでみた三軸試験の 
応力―ひずみ関係 19) 

(b) キャップ水平自由条件 

(a) キャップ水平固定条件 

(b) キャップ水平自由条件 

(a) キャップ水平固定条件 
εa=2% εa=5% εa=10% εa=20% 

εa=1% εa=2% εa=5% εa=10% εa=20% 
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た応力―ひずみ関係に着目すると、構成則の制約で

バイリニア挙動となるものの、実験結果のピーク応

力を適切に再現できている。変形挙動と応力―ひず

み関係のいずれも実験と整合する解析結果であり、

粒子法が地盤材料へ高い適用性を示している。 
図－4 は熊本地震(2016 年)において南阿蘇立野地

区で発生した斜面崩壊の再現解析で、土砂が斜面を

流下する状況を示している 20)。この地区では斜面崩

壊に加え、斜面直下で旧阿蘇大橋が崩落している。

崩壊土砂が橋桁へ堆積したことが橋梁崩落に影響し

たか否かを推定するため、崩壊土砂の挙動に着目し

た数値解析を実施した。数値解析は、国土地理院の

数値標高モデルを基に地形モデルを作成し、事後に

推定された崩壊範囲に強度低減した土粒子を配置し、

自重により斜面崩壊させる手順で実施した。数値解

析結果によれば土砂崩壊は崩壊開始から 75 秒で堆

積が終了し、斜面麓部と河川内へ土砂が堆積する状

況が分かる。旧阿蘇大橋は最も土砂が堆積した地点

より下流に位置し橋桁への土砂堆積は多くなかった

ものと推定された。 
 

4.任意形状粒子への拡張と粒子・要素混合法 

 

4.1 任意形状粒子への拡張(APDI 法) 

旧来の粒子法は対象物全体を均一に離散化する

ため多くの解析メモリ・計算負荷を要するという難

点があった。その課題を解決するために、桐山・肥

後は任意形状の空間離散化を可能とする定式化

(Arbitrary Particle Domain Interpolation Method、
以下 APDI 法 21))を示し自由度の高い空間離散化を

実現した。APDI 法は GIMP 法で定義する以下の補

間関数とその導関数を任意形状の支配領域へ拡張し

た手法である。 

𝑆𝑆𝑖̅𝑖𝑖𝑖 =
1
𝑉𝑉𝑝𝑝
� 𝜒𝜒𝑝𝑝𝑆𝑆𝑖𝑖
Ω𝑝𝑝∩Ω

𝑑𝑑𝑑𝑑 (12a) 

∇𝑆𝑆����𝑖𝑖𝑖𝑖 =
1
𝑉𝑉𝑝𝑝
� 𝜒𝜒𝑝𝑝∇𝑆𝑆𝑖𝑖
Ω𝑝𝑝∩Ω

𝑑𝑑𝑑𝑑 (12b) 

ここに、𝑉𝑉𝑝𝑝、Ω𝑝𝑝、Ω、𝜒𝜒𝑝𝑝はそれぞれ粒子体積、粒子

領域、全空間領域、粒子領域を示す関数、である。 
APDI 法の空間離散化は有限要素法の要素を支配領

域とするもので、8 節点ソリッド要素の場合、次式

に示す補間関数とその導関数が導かれる。 

𝑆𝑆𝑖̅𝑖𝑖𝑖 ≅
1
𝑉𝑉𝑝𝑝
�����𝑠𝑠𝑗𝑗𝑠𝑠𝑘𝑘𝑠𝑠𝑙𝑙𝑁𝑁𝛼𝛼

𝑝𝑝�𝜉𝜉𝑗𝑗 ,𝜂𝜂𝑘𝑘 , 𝜁𝜁𝑙𝑙��𝐽𝐽�𝜉𝜉𝑗𝑗 ,𝜂𝜂𝑘𝑘 , 𝜁𝜁𝑙𝑙��
2

𝑙𝑙=1

2

𝑘𝑘=1

2

𝑗𝑗=1

�𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑋𝑋𝛼𝛼
𝑝𝑝)

8

𝛼𝛼=1

 

(13a) 

∇𝑆𝑆����𝑖𝑖𝑖𝑖 ≅
1
𝑉𝑉𝑝𝑝
����𝑠𝑠𝑗𝑗𝑠𝑠𝑘𝑘𝑠𝑠𝑙𝑙∇𝑁𝑁𝛼𝛼

𝑝𝑝�𝜉𝜉𝑗𝑗 ,𝜂𝜂𝑘𝑘 , 𝜁𝜁𝑙𝑙��𝐶𝐶�𝜉𝜉𝑗𝑗 ,𝜂𝜂𝑘𝑘 , 𝜁𝜁𝑙𝑙��
2

𝑙𝑙=1

2

𝑘𝑘=1

2

𝑗𝑗=1

8

𝛼𝛼=1

𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑋𝑋𝛼𝛼
𝑝𝑝) 

(13b) 
ここに、𝑠𝑠𝑗𝑗、𝑠𝑠𝑘𝑘、𝑠𝑠𝑙𝑙は数値積分に用いる重み、𝑁𝑁𝛼𝛼

𝑝𝑝
は

領域頂点𝛼𝛼における粒子𝑝𝑝の形状関数、𝐽𝐽はヤコビア

ン、𝐶𝐶は𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝐽𝐽−1で表されるマトリックスである。 
導出過程は省略しているが、2 次元 Tri3、Quad4、
3 次元 Tetra3、Tetra4、Hexa6 など要素種類毎の

補間関数が同様に導出できる。 
 
4.2 粒子・要素混合法 

APDI 法への拡張は、計算格子を用いて要素(任意

形状粒子)での離散化を可能とする手法であるが、大

変形下において要素形状が破綻するという有限要素

法で見られる問題を再度生じさせることとなる。著

者らは、この問題へ対処するために空間離散化を特

定の領域毎に切り分ける方法を提案した 22)。具体的

には、大変形が期待される領域は粒子で離散化し、

大変形が期待されない領域は要素で離散化する手法

である。粒子と要素を連成させるため粒子・要素連

成法と呼ぶ。以下に粒子毎に異なる補間関数を適用

する際の定式化を示す。 
対象領域の支配方程式は次式で表される。 

� 𝜌𝜌𝒘𝒘 ∙ 𝒂𝒂𝑑𝑑Ω
Ω

= −� 𝜌𝜌𝜎𝜎𝑠𝑠:∇𝒘𝒘𝑑𝑑Ω
Ω

+� 𝒘𝒘 ∙ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏𝜏
∂Ω

+ � 𝜌𝜌𝒘𝒘 ∙ 𝒃𝒃𝑑𝑑Ω
Ω

 

(14) 

ここに、𝒘𝒘は重み関数である。 
上式を二つの副領域へ分割する。本来、分割境界に

おいて連成項が生じるが、離散化後、計算格子を用

いて全体系へ重ね合わせる過程で連成項が打ち消し

合うためここでは支配方程式に含めていない。 

� 𝜌𝜌𝒘𝒘𝟏𝟏 ∙ 𝒂𝒂𝑑𝑑𝛺𝛺1
𝛺𝛺1

= −� 𝜌𝜌𝜎𝜎𝑠𝑠: ∇𝒘𝒘𝟏𝟏𝑑𝑑𝛺𝛺1
𝛺𝛺1

+ � 𝒘𝒘𝟏𝟏 ∙ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑆𝑆1
∂Ω1

+ � 𝜌𝜌𝒘𝒘𝟏𝟏 ∙ 𝒃𝒃𝑑𝑑Ω1
Ω1

 

(15a) 

� 𝜌𝜌𝒘𝒘𝟐𝟐 ∙ 𝒂𝒂𝑑𝑑𝛺𝛺2
𝛺𝛺2

= −� 𝜌𝜌𝜎𝜎𝑠𝑠 :∇𝒘𝒘𝟐𝟐𝑑𝑑𝛺𝛺2
𝛺𝛺2

+ � 𝒘𝒘𝟐𝟐 ∙ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑆𝑆2
∂Ω2

+ � 𝜌𝜌𝒘𝒘𝟐𝟐 ∙ 𝒃𝒃𝑑𝑑Ω2
Ω2

 

(15b) 
ここに下添え字 1、2 は各副領域を表す。 
副領域はそれぞれ離散化することが可能であり、副

領域毎に異なる補間関数を用いることができる。大

変形下であっても堅牢な計算プロセスを有する粒子
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と、任意形状の離散化が可能な要素を、それぞれの

副領域に適用することで、粒子・要素連成法が実行

可能となる。 
 

4.3 粒子・要素連成法による地盤大変形解析 

既往の数値計算法は例えば地下構造物のモデル

化に関して、構造物が予め所定の深度に設置された

完成系の解析モデル(wish in place)を対象としてき

た。一方、粒子法は FEM 等の格子法で問題となる

極度な変形状態においても数値計算法としての堅牢

性があるため、基礎／地下構造物の施工過程を含め

た数値解析が可能となる。 
図－5、図－6 は地盤材料に積層アルミ棒を用いて

実施した、模型拡底杭の引抜き実験およびその再現

解析結果である 23)。図中の𝛾𝛾𝑝𝑝,𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙はダイレイタンシー

が定常状態を示す塑性せん断ひずみである。凡例

exp.1～3 が実験結果、𝛾𝛾𝑝𝑝,𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙=0～infinity が解析結果

である。小型模型実験は模型地盤深さが 20cm と浅

いため低拘束圧下における地盤挙動に着目した。積

層アルミ棒は模型側方より地盤挙動が観察できるた

め 2 次元解析と比較する目的では有効な模型実験と

言える。解析モデルは 2 次元の半分モデルで、地盤

構成則は前述の Mohr-Coulomb 則に塑性せん断ひ

ずみに応じてダイレイタンシー角を低減することで

軟化挙動を考慮している。杭および遠方地盤は要素

(任意形状粒子)、杭近傍地盤は粒子でモデル化する

粒子・要素混合法を実施した。図－5 は実験および

数値解析から求めた荷重―変位関係である。実験結

果に材料不均質に基づくバラツキがあるものの、解

析結果と比べるとダイレイタンシーによる軟化挙動

の上限・下限の範囲内に収まっており、ダイレイタ

ンシーの観点から引抜き抵抗を説明できることが報

告されている 23)。図－6 は各引抜き段階における最

大せん断ひずみ、鉛直変位の分布図である。結果図

より粒子・要素混合法は拡底杭が引抜ける極度な変

(a) 最大せん断ひずみ 

(b) 鉛直変位 

(i) (ii) (iii) (iv) (v) 

図－6 拡底杭引抜き時の地盤変形(引抜荷重(N)：(i) 11.6、(ii) 15.6、(iii) 19.6、(iv) 21.6、(v) 23.6)23) 

(i) (ii) (iii) (iv) (v) 
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図－5 模型拡底杭の引抜き実験および再現解析 

(𝛾𝛾𝑝𝑝,𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙=0%、2%、5％、無限％)から求めた
荷重―変位関係の比較。(拡底角度 90 度)23) 
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形挙動を追跡できることを示すとともに、低拘束圧

下における杭引抜き時の地盤抵抗領域は円錐台型を

示すことが明らかとなった。 

図－7 はニューマチックケーソンの沈設解析を粒

子・要素混合法で実施した適用例 24)で、ケーソン沈

設過程における外周地盤およびケーソン刃先近傍地

盤の変形状況を把握するために実施した。2 次元の

半分モデルで、ケーソン、矢板、遠方地盤は要素(任
意形状粒子)でモデル化し、掘削領域とその近傍およ

び地表に粒子を配置している。重力場にあるケーソ

ン躯体は直下の粒子を掘削(削除)することで鉛直方

向の力のつり合いが崩れ鉛直下側へ沈下する。図－7

によれば沈設開始直後(G.L.-5m)から沈設完了時

(G.L.-60m)にかけて刃先から作業室側に回り込む

ようなすべり線が見える。このことからケーソン躯

体は刃先近傍地盤を作業室側へ巻き込みながら沈下

していることが分かる。従来の数値解析では、各施

工深度におけるケーソンと地盤のつり合いにより地

盤変形を評価してきた。これは希望する位置へ予め

構造物を設置するモデリング(wish in place)であり

施工過程を考慮することができない。一方で粒子・

要素混合法では地盤掘削によりケーソンが沈下する

ため地盤掘削により予定深度へ到達することは無く、

力のつり合いから到達深度が決定される。 
図－8 は直接基礎の貫入解析である 24)。対称性を

考慮した 1/4 モデルであるが、基礎近傍は粒子を配

置し、基礎および外周地盤は変形の局所化を生じな

いため要素(任意形状粒子)でモデル化することで計

算負荷を軽減している。重力場にある基礎の自重を

段階的に増加させることで基礎を地盤へ貫入させて

いる。地盤挙動に着目するため結果図に基礎は表示

していない。図－8 によれば平均接地圧 100(kPa)で
地盤は弾性応答であり基礎直下地盤内に応力球根が

形成されている。平均接地圧 300(kPa)で基礎外縁に

局所化が始まり、平均接地圧 600(kPa)で基礎は完全

に地盤へ貫入し押し込み楔が形成されると共に、基

礎側方に沿って地盤のせん断変形が卓越する様子が

分かる。粒子法による解析では 3 次元解析で特に解

析メモリ・計算負荷が急増するため、粒子・要素混

合法により両者の軽減を図り実用的な数値解析を実

行することが可能となる。 

 

5.まとめ 

著者らがこれまで取り組んできた計算格子に基

づく粒子法とその発展手法である APDI 法および粒

子・要素混合法についてそれぞれの定式化および解

析例を示した。粒子法が変形の局所化を伴う地盤の

大変形解析へ適用できる手法であることを示した。

また粒子・要素混合法を用いることで予定深度に構

造物を設置する従来法では困難であった施工過程を

図－8 粒子・要素混合法を用いた基礎貫入時の支持地盤挙動(最大せん断ひずみ)24) 
(a) 100(kPa)                      (b) 300(kPa)                      (c) 400(kPa) 

図－7 粒子・要素混合法によるニューマチックケーソンの沈設解析(最大せん断ひずみ)24) 
(a) G.L.-5(m)          (b) G.L.-20(m)             (c) G.L.-40(m)            (d) G.L.-60(m) 
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考慮した数値解析が可能であることを示した。 
以上報告したように粒子法および粒子・要素混合

法は地盤の大変形問題への高い適用性があることが

明らかである。本稿で示した力のつり合いに基づく

施工過程を考慮した数値解析が建設分野で今後適用

されていくことを期待したい。 
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